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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
フッ素ゴム（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）を含み、
フッ素ゴム（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）は、フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とを共
凝析して得られたものであり、
フッ素ゴム（Ａ）は、ビニリデンフルオライド単位を含む共重合体又はテトラフルオロエ
チレン／プロピレン共重合体からなり、シアノ基含有モノマー由来の共重合単位を含み、
フッ素樹脂（Ｂ）は、エチレン／テトラフルオロエチレン共重合体、テトラフルオロエチ
レン／ヘキサフルオロプロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン／パーフルオロ（ア
ルキルビニルエーテル）共重合体、及び、クロロトリフルオロエチレン／テトラフルオロ
エチレン共重合体からなる群より選択される少なくとも１種であり、
前記テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン共重合体は、テトラフルオロエ
チレン、ヘキサフルオロプロピレン、並びに、テトラフルオロエチレン及びヘキサフルオ
ロエチレンと共重合可能な単量体からなる共重合体であり、
前記テトラフルオロエチレン及びヘキサフルオロエチレンと共重合可能な単量体単位が０
．１～１０モル％であり、テトラフルオロエチレン単位及びヘキサフルオロプロピレン単
位が合計で９０～９９．９モル％である
ことを特徴とする架橋性フッ素ゴム組成物。
【請求項２】
フッ素ゴム（Ａ）は、ビニリデンフルオライド／ヘキサフルオロプロピレン共重合体、ビ
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ニリデンフルオライド／ヘキサフルオロプロピレン／テトラフルオロエチレン共重合体、
テトラフルオロエチレン／プロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン／プロピレン／
ビニリデンフルオライド共重合体、エチレン／ヘキサフルオロプロピレン／ビニリデンフ
ルオライド共重合体、ビニリデンフルオライド／テトラフルオロエチレン／パーフルオロ
（アルキルビニルエーテル）共重合体、及び、ビニリデンフルオライド／クロロトリフル
オロエチレン共重合体からなる群より選択される少なくとも１種である請求項１記載の架
橋性フッ素ゴム組成物。
【請求項３】
フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）の質量割合（Ａ）／（Ｂ）が、６０／４０～９７／
３である請求項１又は２記載の架橋性フッ素ゴム組成物。
【請求項４】
請求項１、２又は３記載の架橋性フッ素ゴム組成物を架橋して得られるフッ素ゴム成形品
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、架橋性フッ素ゴム組成物、それを架橋して得られる成形品および成形品の製造
方法に関する。これらは各種のシール材や摺動部品、非粘着部品、撥水撥油性表面を有す
る部品として好適である。
【背景技術】
【０００２】
フッ素ゴムは、優れた耐薬品性、耐溶剤性及び耐熱性を示すことから、自動車工業、半導
体工業、化学工業等の各種分野において広く使用されており、たとえば、自動車産業にお
いては、エンジンならびに周辺装置、ＡＴ装置、燃料系統ならびに周辺装置などに使用さ
れるホース、シール材等として使用されている。
【０００３】
しかし、フッ素ゴム、たとえばプロピレン－テトラフルオロエチレン共重合体ゴムなどは
低温で脆化することがあるので、その改善のために融点が２４０～３００℃のエチレン－
テトラフルオロエチレン共重合体樹脂〔ＥＴＦＥ〕を配合し、溶融混練した後、放射線架
橋またはパーオキサイド架橋する方法が提案されている（特許文献１）。
【０００４】
また、特許文献２には、フッ素ゴム（ビニリデンフルオライド〔ＶｄＦ〕系ゴム）とフッ
素樹脂〔ＥＴＦＥ〕と含フッ素熱可塑性エラストマーとを配合したフッ素ゴム組成物をプ
レス架橋（１６０℃１０分間）し、ついでオーブン架橋（１８０℃４時間）して熱時強度
が改善された架橋ゴムを製造する方法が記載されている。
【０００５】
これらの特許文献では架橋ゴムの表面性状、特に摩擦特性については触れていない。これ
は、ゴムは本来そのエラストマー性により摩擦係数が高いからである。
【０００６】
シール材などの分野では、ゴムの特性を活かしながら摩擦係数を低下させる方法として、
たとえばフッ素樹脂（またはフッ素樹脂繊維層）をゴムの表面に積層する方法（特許文献
３、４）、ゴムの表面にフッ素樹脂の塗膜を形成する方法（特許文献５）などが提案され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開昭５０－３２２４４号公報
【特許文献２】特開平６－２５５００号公報
【特許文献３】特開平７－２２７９３５号公報
【特許文献４】特開２０００－３１３０８９号公報
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【特許文献５】特開２００６－２９２１６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
しかしながら、ゴム表面に積層又は塗装によりフッ樹脂層を形成した場合、フッ素ゴムと
フッ素樹脂の界面での接着性を高めることが重要な課題となり、その解決に悩まされてい
るのが現状である。
【０００９】
本発明は、機械的強度に優れ、低摩擦性のフッ素ゴム成形品を与え得る架橋性フッ素ゴム
組成物、それを架橋して得られる成形品、さらには成形品を製造する方法を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明は、従来の積層法や塗装法とは異なって、フッ素ゴムとフッ素樹脂とを共凝析する
ことによって得られた架橋性フッ素ゴム組成物を、架橋させ、さらに特定の条件下に熱処
理すると、意外なことに高機械的強度および低摩擦係数を有するフッ素ゴム成形品が得ら
れることを見出し、完成されたものである。
【００１１】
すなわち、本発明は、フッ素ゴム（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）を含み、フッ素ゴム（Ａ）
及びフッ素樹脂（Ｂ）は、フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とを共凝析して得られた
ものであることを特徴とする架橋性フッ素ゴム組成物に関する。
【００１２】
フッ素樹脂（Ｂ）は、エチレン／テトラフルオロエチレン共重合体、テトラフルオロエチ
レン／ヘキサフルオロプロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン／パーフルオロ（ア
ルキルビニルエーテル）共重合体、テトラフルオロエチレン／ビニリデンフルオライド／
ヘキサフルオロプロピレン共重合体、ポリビニリデンフルオライド、及び、クロロトリフ
ルオロエチレン／テトラフルオロエチレン共重合体からなる群より選択される少なくとも
１種であることが好ましい。
【００１３】
フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）の質量割合（Ａ）／（Ｂ）が、６０／４０～９７／
３であることが好ましい。
【００１４】
本発明は、架橋性フッ素ゴム組成物を架橋して得られるフッ素ゴム成形品でもある。
【００１５】
本発明は、
（Ｉ）フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とを共凝析して上記架橋性フッ素ゴム組成物
を得る工程、
（ＩＩ）架橋性フッ素ゴム組成物を成形し、架橋して、架橋成形品を得る成形架橋工程、
及び、
（ＩＩＩ）架橋成形品をフッ素樹脂（Ｂ）の融点以上の温度に加熱してフッ素ゴム成形品
を得る熱処理工程
を含むフッ素ゴム成形品の製造方法にも関する。
【００１６】
本発明は、上記製造方法により得られるフッ素ゴム成形品にも関する。
【００１７】
フッ素ゴム成形品は、シール材、摺動部材、非粘着性部材として好適に使用できる。
【００１８】
本発明は、表面に撥水撥油性を有するフッ素ゴム成形品にも関する。
【発明の効果】
【００１９】
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本発明によれば、機械的強度に優れ、低摩擦性で、非粘着性でかつ表面撥水撥油性のフッ
素ゴム成形品を提供することができる。本発明のフッ素ゴム成形品は、シール材、摺動部
材、非粘着性部材または表面に撥水撥油性を有する成形品として有用である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は、フッ素ゴム（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）を含み、フ
ッ素ゴム（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）は共凝析して得られたものであることを特徴とする
。
【００２１】
本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は、共凝析させたフッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）
とを含むので、フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とが架橋性フッ素ゴム組成物中に均
一に分散していると予想される。これによって、架橋性フッ素ゴム組成物を架橋して特定
条件下に熱処理すると、高い機械的強度を持つと同時に、低摩擦性のフッ素ゴム成形品が
得られるものと考えられる。
【００２２】
上記共凝析の方法としては、例えば、（ｉ）フッ素ゴム（Ａ）の水性分散液と、フッ素樹
脂（Ｂ）の水性分散液とを混合した後に凝析させる方法、（ｉｉ）フッ素ゴム（Ａ）の粉
末を、フッ素樹脂（Ｂ）の水性分散液に添加した後に凝析させる方法、（ｉｉｉ）フッ素
樹脂（Ｂ）の粉末を、フッ素ゴム（Ａ）の水性分散液に添加した後に凝析させる方法が挙
げられる。
上記共凝析の方法としては、特に各樹脂が均一に分散し易い点で、上記（ｉ）の方法が好
ましい。特に、フッ素ゴム（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）は、フッ素ゴム（Ａ）の水性分散
液と、フッ素樹脂（Ｂ）の水性分散液とを混合した後に凝析し、次いで凝析物を回収し、
所望により乾燥させることにより得られたものであることが好ましい。
【００２３】
（Ａ）フッ素ゴム
上記フッ素ゴム（Ａ）は、主鎖を構成する炭素原子に結合しているフッ素原子を有し且つ
ゴム弾性を有する非晶質の重合体からなるものである。上記フッ素ゴム（Ａ）は、１種の
重合体からなるものであってもよいし、２種以上の重合体からなるものであってもよい。
【００２４】
上記フッ素ゴム（Ａ）としては、ビニリデンフルオライド（ＶｄＦ）／ヘキサフルオロプ
ロピレン（ＨＦＰ）共重合体、ＶｄＦ／ＨＦＰ／テトラフルオロエチレン（ＴＦＥ）共重
合体、ＴＦＥ／プロピレン共重合体、ＴＦＥ／プロピレン／ＶｄＦ共重合体、エチレン／
ＨＦＰ共重合体、エチレン／ＨＦＰ／ＶｄＦ共重合体、エチレン／ＨＦＰ／ＴＦＥ共重合
体、ＶｄＦ／ＴＦＥ／パーフルオロ（アルキルビニルエーテル）（ＰＡＶＥ）共重合体、
ＶｄＦ／ＣＴＦＥ共重合体等を挙げることができる。
【００２５】
上記フッ素ゴム（Ａ）は、ビニリデンフルオライド単位を含む共重合体又はテトラフルオ
ロエチレン（ＴＦＥ）／プロピレン（Ｐ）共重合体からなるフッ素ゴムであることが好ま
しい。
【００２６】
上記ビニリデンフルオライド（ＶｄＦ）単位を含む共重合体からなるフッ素ゴム（以下、
「ＶｄＦ系フッ素ゴム」ともいう。）について説明する。ＶｄＦ系フッ素ゴムとは、少な
くともビニリデンフルオライドに由来する共重合単位を含むフッ素ゴムである。
【００２７】
ＶｄＦ単位を含む共重合体としては、ＶｄＦ単位及び含フッ素エチレン性単量体由来の共
重合単位（但し、ＶｄＦ単位は除く。）を含む共重合体であることが好ましい。ＶｄＦ単
位を含む共重合体は、更に、ＶｄＦ及び含フッ素エチレン性単量体と共重合可能な単量体
由来の共重合単位を含むことも好ましい。
【００２８】
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ＶｄＦ単位を含む共重合体としては、３０～８５モル％のＶｄＦ単位及び７０～１５モル
％の含フッ素エチレン性単量体由来の共重合単位を含むことが好ましく、３０～８０モル
％のＶｄＦ単位及び７０～２０モル％の含フッ素エチレン性単量体由来の共重合単位を含
むことがより好ましい。ＶｄＦ及び含フッ素エチレン性単量体と共重合可能な単量体由来
の共重合単位は、ＶｄＦ単位と含フッ素エチレン性単量体由来の共重合単位の合計量に対
して、０～１０モル％であることが好ましい。
【００２９】
含フッ素エチレン性単量体としては、たとえばＴＦＥ、ＣＴＦＥ、トリフルオロエチレン
、ＨＦＰ、トリフルオロプロピレン、テトラフルオロプロピレン、ペンタフルオロプロピ
レン、トリフルオロブテン、テトラフルオロイソブテン、パーフルオロ（アルキルビニル
エーテル）（以下、ＰＡＶＥともいう）、フッ化ビニルなどの含フッ素単量体があげられ
るが、これらのなかでも、ＴＦＥ、ＨＦＰ及びＰＡＶＥからなる群より選択される少なく
とも１種であることが好ましい。
【００３０】
上記ＰＡＶＥとしては、一般式（１）：
ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２ＣＦＹ１Ｏ）ｐ－（ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）ｑ－Ｒｆ　　（１）
（式中、Ｙ１はＦ又はＣＦ３を表し、Ｒｆは炭素数１～５のパーフルオロアルキル基を表
す。ｐは０～５の整数を表し、ｑは０～５の整数を表す。）、及び、一般式（２）
ＣＦＸ＝ＣＸＯＣＦ２ＯＲ１　　　（２）
（式中、ＸはＨ、Ｆ又はＣＦ３を表し、Ｒ１は、直鎖又は分岐したＣ１～Ｃ６フルオロア
ルキル基、若しくは、Ｃ５～Ｃ６環状フルオロアルキル基を表す。）
からなる群より選択される少なくとも１種であることが好ましい。
【００３１】
一般式（２）におけるＲ１は、Ｈ、Ｃｌ、Ｂｒ及びＩからなる群より選択される少なくと
も１種の原子を１～２個含むフルオロアルキル基であってもよい。
【００３２】
上記ＰＡＶＥとしては、パーフルオロ（メチルビニルエーテル）又はパーフルオロ（プロ
ピルビニルエーテル）であることがより好ましく、パーフルオロ（メチルビニルエーテル
）であることが更に好ましい。これらをそれぞれ単独で、または任意に組み合わせて用い
ることができる。
【００３３】
ＶｄＦ及び含フッ素エチレン性単量体と共重合可能な単量体としては、たとえばエチレン
、プロピレン、アルキルビニルエーテルなどがあげられる。
【００３４】
このようなＶｄＦ単位を含む共重合体として、具体的には、ＶｄＦ／ＨＦＰ共重合体、Ｖ
ｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥ共重合体、ＶｄＦ／ＣＴＦＥ共重合体、ＶｄＦ／ＣＴＦＥ／ＴＦＥ
共重合体、ＶｄＦ／ＰＡＶＥ共重合体、ＶｄＦ／ＴＦＥ／ＰＡＶＥ共重合体、ＶｄＦ／Ｈ
ＦＰ／ＰＡＶＥ共重合体、ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥ／ＰＡＶＥ共重合体などの１種または
２種以上が好ましくあげられる。これらのＶｄＦ単位を含む共重合体のなかでも、耐熱性
、圧縮永久ひずみ、加工性、コストの点から、ＶｄＦ／ＨＦＰ共重合体、ＶｄＦ／ＨＦＰ
／ＴＦＥ共重合体がとくに好ましい。
【００３５】
ＶｄＦ／ＨＦＰ共重合体としては、ＶｄＦ／ＨＦＰのモル比が４５～８５／５５～１５で
あるものが好ましく、より好ましくは５０～８０／５０～２０であり、さらに好ましくは
６０～８０／４０～２０である。
【００３６】
ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥ共重合体としては、ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥのモル比が４０～８
０／１０～３５／１０～３５のものが好ましい。
【００３７】
ＶｄＦ／ＰＡＶＥ共重合体としては、ＶｄＦ／ＰＡＶＥのモル比が６５～９０／１０～３
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５のものが好ましい。
【００３８】
ＶｄＦ／ＴＦＥ／ＰＡＶＥ共重合体としては、ＶｄＦ／ＴＦＥ／ＰＡＶＥのモル比が４０
～８０／３～４０／１５～３５のものが好ましい。
【００３９】
ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＰＡＶＥ共重合体としては、ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＰＡＶＥのモル比が６５
～９０／３～２５／３～２５のものが好ましい。
【００４０】
ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥ／ＰＡＶＥ共重合体としては、ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥ／ＰＡＶ
Ｅのモル比が４０～９０／０～２５／０～４０／３～３５のものが好ましく、より好まし
くは４０～８０／３～２５／３～４０／３～２５である。
【００４１】
上記フッ素ゴム（Ａ）は、ＴＦＥ／Ｐ共重合体であることも好ましい。ＴＦＥ／Ｐ共重合
体は、テトラフルオロエチレン単位、プロピレン単位、並びに、テトラフルオロエチレン
及びプロピレンと共重合可能な任意成分としての他の単量体に由来する繰り返し単位と、
を含むことが好ましく、テトラフルオロエチレン単位及びプロピレン単位が合計で９０～
１００モル％であり、他の単量体に由来する繰り返し単位が１０～０モル％であることが
より好ましい。
【００４２】
他の単量体としては、テトラフルオロエチレン単位及びプロピレン単位と共重合可能な単
量体であれば特に限定されないが、ビニリデンフルオライド（ＶｄＦ）であることが好ま
しい。
【００４３】
上記フッ素ゴム（Ａ）は、架橋部位を与えるモノマー由来の共重合単位を含む共重合体か
らなることも好ましい。架橋部位を与えるモノマーとしては、たとえば特公平５－６３４
８２号公報、特開平７－３１６２３４号公報に記載されているようなパーフルオロ（６，
６－ジヒドロ－６－ヨード－３－オキサ－１－ヘキセン）やパーフルオロ（５－ヨード－
３－オキサ－１－ペンテン）などのヨウ素含有モノマー、特開平４－５０５３４１号公報
に記載されている臭素含有モノマー、特開平４－５０５３４５号公報、特開平５－５００
０７０号公報に記載されているようなシアノ基含有モノマー、カルボキシル基含有モノマ
ー、アルコキシカルボニル基含有モノマーなどがあげられる。架橋部位を与えるモノマー
としては、なかでも、シアノ基含有モノマーが好ましい。
【００４４】
シアノ基含有モノマーとしては、たとえば、以下の式（３）～（２０）で表されるシアノ
基含有モノマーが挙げられ、これらをそれぞれ単独で、または任意に組み合わせて用いる
ことができる。
【００４５】
ＣＹ２

２＝ＣＹ２（ＣＦ２）ｎ－ＣＮ　　　（３）
（式中、Ｙ２は水素原子またはフッ素原子、ｎは１～８の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２Ｒｆ

１－ＣＮ　　　（４）
（式中、Ｒｆ

１は、－（ＯＣＦ２）ｎ－、又は、－（ＯＣＦ（ＣＦ３））ｎ－であり、ｎ
は０～５の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２（ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２）ｍ（ＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２）ｎＯＣＨ２

ＣＦ２－ＣＮ　　　（５）
（式中、ｍは０～５の整数、ｎは０～５の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２（ＯＣＨ２ＣＦ２ＣＦ２）ｍ（ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２）ｎＯＣＦ（
ＣＦ３）－ＣＮ　　　（６）
（式中、ｍは０～５の整数、ｎは０～５の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦ（ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３））ｍＯ（ＣＦ２）ｎ－ＣＮ　　　（７）
（式中、ｍは０～５の整数、ｎは１～８の整数である）
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ＣＦ２＝ＣＦ（ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３））ｍ－ＣＮ　　　（８）
（式中、ｍは１～５の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２（ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２）ｎＣＦ（－ＣＮ）ＣＦ３　　　（９）
（式中、ｎは１～４の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）ｎＯＣＦ（ＣＦ３）－ＣＮ　　　（１０）
（式中、ｎは２～５の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）ｎ－（Ｃ６Ｈ４）－ＣＮ　　　（１１）
（式中、ｎは１～６の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦ（ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３））ｎＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＮ　　（１２）
（式中、ｎは１～２の整数である）
ＣＨ２＝ＣＦＣＦ２Ｏ（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２Ｏ）ｎＣＦ（ＣＦ３）－ＣＮ　　（１３）
（式中、ｎは０～５の整数である）、
ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）Ｏ）ｍ（ＣＦ２）ｎ－ＣＮ　　　（１４）
（式中、ｍは０～５の整数、ｎは１～３の整数である）
ＣＨ２＝ＣＦＣＦ２ＯＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ（ＣＦ３）－ＣＮ　　　（１５）
ＣＨ２＝ＣＦＣＦ２ＯＣＨ２ＣＦ２－ＣＮ　　　（１６）
ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）Ｏ）ｍＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＮ　　（１７）
（式中、ｍは０以上の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２Ｏ（ＣＦ２）ｎ－ＣＮ　　　（１８）
（式中、ｎは１以上の整数である）
ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２－ＣＮ　　　（１９）
ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２ＯＣＦ２ＣＦ２－ＣＮ　　　　（２０）
【００４６】
なかでも、共重合性と加硫性が良好な点から式（７）、（１４）または（２０）で表され
るシアノ基含有モノマーが好ましく、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ

２ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）５ＣＮ又はＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２ＯＣ
Ｆ２ＣＦ２－ＣＮがより好ましい。
【００４７】
フッ素ゴム（Ａ）が上記シアノ基含有モノマー由来の共重合単位を有すると、シアノ基が
環化三量化反応してトリアジン架橋が進行する。
【００４８】
シアノ基含有モノマー由来の共重合単位は、良好な架橋特性および耐熱性が得られること
から、ＶｄＦ単位と含フッ素エチレン性単量体由来の共重合単位の合計量に対して、０．
１～５モル％であることが好ましく、０．３～３モル％であることがより好ましい。
【００４９】
フッ素ゴム（Ａ）は、主鎖末端にヨウ素原子又は臭素原子を有するフッ素ゴムであること
も好ましい。主鎖末端にヨウ素原子又は臭素原子を有するフッ素ゴムは、実質的に無酸素
下で、水媒体中でハロゲン化合物の存在下に、ラジカル開始剤を添加してモノマーの乳化
重合を行うことにより製造できる。使用するハロゲン化合物の代表例としては、たとえば
、一般式：
Ｒ２ＩｘＢｒｙ

（式中、ｘおよびｙはそれぞれ０～２の整数であり、かつ１≦ｘ＋ｙ≦２を満たすもので
あり、Ｒ２は炭素数１～１６の飽和もしくは不飽和のフルオロ炭化水素基またはクロロフ
ルオロ炭化水素基、または炭素数１～３の炭化水素基であり、酸素原子を含んでいてもよ
い）で表される化合物があげられる。
【００５０】
ハロゲン化合物としては、たとえば１，３－ジヨードパーフルオロプロパン、１，３－ジ
ヨード－２－クロロパーフルオロプロパン、１，４－ジヨードパーフルオロブタン、１，
５－ジヨード－２，４－ジクロロパーフルオロペンタン、１，６－ジヨードパーフルオロ
ヘキサン、１，８－ジヨードパーフルオロオクタン、１，１２－ジヨードパーフルオロド
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デカン、１，１６－ジヨードパーフルオロヘキサデカン、ジヨードメタン、１，２－ジヨ
ードエタン、１，３－ジヨード－ｎ－プロパン、ＣＦ２Ｂｒ２、ＢｒＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ、
ＣＦ３ＣＦＢｒＣＦ２Ｂｒ、ＣＦＣｌＢｒ２、ＢｒＣＦ２ＣＦＣｌＢｒ、ＣＦＢｒＣｌＣ
ＦＣｌＢｒ、ＢｒＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ、ＢｒＣＦ２ＣＦＢｒＯＣＦ３、１－ブロモ－
２－ヨードパーフルオロエタン、１－ブロモ－３－ヨードパーフルオロプロパン、１－ブ
ロモ－４－ヨードパーフルオロブタン、２－ブロモ－３－ヨードパーフルオロブタン、３
－ブロモ－４－ヨードパーフルオロブテン－１、２－ブロモ－４－ヨードパーフルオロブ
テン－１、ベンゼンのモノヨードモノブロモ置換体、ジヨードモノブロモ置換体、ならび
に（２－ヨードエチル）および（２－ブロモエチル）置換体などがあげられ、これらの化
合物は、単独で使用してもよく、相互に組み合わせて使用することもできる。
【００５１】
これらのなかでも、重合反応性、架橋反応性、入手容易性などの点から、１，４－ジヨー
ドパーフルオロブタンまたはジヨードメタンを用いるのが好ましい。
【００５２】
フッ素ゴム（Ａ）は、加工性が良好な点から、ムーニー粘度（ＭＬ１＋１０（１２１℃）
）が５～１４０であることが好ましく、１０～１２０であることがより好ましく、２０～
１００であることが更に好ましい。
【００５３】
また、フッ素ゴム（Ａ）は数平均分子量２０，０００～１，２００，０００のものが好ま
しく、３０，０００～３００，０００のものがさらに好ましく、５０，０００～２００，
０００のものがさらに好ましく用いられる。
【００５４】
また、本発明に使用されるフッ素ゴム（Ａ）は、フッ素含有率５０質量％以上のフッ素ゴ
ムであることが好ましく、フッ素含有率６０質量％以上のフッ素ゴムであることがより好
ましく、フッ素含有率６５質量％以上のフッ素ゴムであることが更に好ましい。フッ素含
有率の上限値は特に限定されないが、７４質量％以下であることが好ましい。フッ素含有
率が低すぎると、耐薬品性、耐燃料油性、燃料低透過性が劣る傾向がある。
【００５５】
上記フッ素ゴム（Ａ）は、用途によって架橋系を選択することができる。架橋系としては
、パーオキサイド架橋系、ポリオール架橋系、ポリアミン架橋系、オキサゾール架橋系、
イミダゾール架橋系、チアゾール架橋系、トリアジン架橋系、放射線架橋系等があげられ
る。本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は、それぞれの架橋系において使用される架橋剤又
はアンモニア発生化合物を含むものであってよい。
【００５６】
パーオキサイド架橋は、パーオキサイド架橋可能なフッ素ゴム及び架橋剤として有機過酸
化物を使用することにより行うことができる。
【００５７】
パーオキサイド架橋可能なフッ素ゴムとしては特に限定されず、パーオキサイド架橋可能
な部位を有するフッ素ゴムであればよい。上記パーオキサイド架橋可能な部位としては特
に限定されず、例えば、プロピレン（Ｐ）単位を有する部位、ヨウ素原子、臭素原子等を
挙げることができる。
【００５８】
有機過酸化物としては、熱や酸化還元系の存在下で容易にパーオキシラジカルを発生し得
る有機過酸化物であればよく、たとえば１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，５
，５－トリメチルシクロヘキサン、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジヒドロパーオ
キサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド、ジクミル
パーオキサイド、α，α－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－ｐ－ジイソプロピルベンゼン
、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチル
－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）－ヘキシン－３、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ
－ブチルパーオキシベンゼン、ｔ－ブチルパーオキシマレイン酸、ｔ－ブチルパーオキシ
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イソプロピルカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエイトなどをあげることができ
る。これらの中でも、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン
、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）－ヘキシン－３が好ましい。
【００５９】
架橋剤が有機過酸化物である場合、本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は架橋助剤を含むこ
とが好ましい。架橋助剤としては、例えば、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシ
アヌレート（ＴＡＩＣ）、トリアクリルホルマール、トリアリルトリメリテート、Ｎ，Ｎ
′－ｍ－フェニレンビスマレイミド、ジプロパギルテレフタレート、ジアリルフタレート
、テトラアリルテレフタレートアミド、トリアリルホスフェート、ビスマレイミド、フッ
素化トリアリルイソシアヌレート（１，３，５－トリス（２，３，３－トリフルオロ－２
－プロペニル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６－トリオン）、トリス（ジアリル
アミン）－Ｓ－トリアジン、亜リン酸トリアリル、Ｎ，Ｎ－ジアリルアクリルアミド、１
，６－ジビニルドデカフルオロヘキサン、ヘキサアリルホスホルアミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，
Ｎ′－テトラアリルフタルアミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラアリルマロンアミド、ト
リビニルイソシアヌレート、２，４，６－トリビニルメチルトリシロキサン、トリ（５－
ノルボルネン－２－メチレン）シアヌレート、トリアリルホスファイトなどがあげられる
。これらの中でも、架橋性及び成形品の物性が優れる点から、トリアリルイソシアヌレー
ト（ＴＡＩＣ）が好ましい。
【００６０】
架橋助剤の配合量は、フッ素ゴム１００質量部に対して０．０１～１０質量部であり、好
ましくは０．１～５．０質量部である。架橋助剤が、０．０１質量部より少ないと、架橋
時間が実用に耐えないほど長くなる傾向があり、１０質量部をこえると、架橋時間が速く
なり過ぎることに加え、成形品の圧縮永久歪も低下する傾向がある。
【００６１】
ポリオール架橋は、ポリオール架橋可能なフッ素ゴム及び架橋剤としてポリヒドロキシ化
合物を使用することにより行うことができる。
【００６２】
上記ポリオール架橋可能なフッ素ゴムとしては特に限定されず、ポリオール架橋可能な部
位を有するフッ素ゴムであればよい。上記ポリオール架橋可能な部位としては特に限定さ
れず、例えば、フッ化ビニリデン（ＶｄＦ）単位を有する部位等を挙げることができる。
上記架橋部位を導入する方法としては、フッ素ゴムの重合時に架橋部位を与える単量体を
共重合する方法等が挙げられる。
【００６３】
ポリヒドロキシ化合物としては、耐熱性に優れる点からポリヒドロキシ芳香族化合物が好
適に用いられる。
【００６４】
上記ポリヒドロキシ芳香族化合物としては、特に限定されず、たとえば、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）プロパン（以下、ビスフェノールＡという）、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）パーフルオロプロパン（以下、ビスフェノールＡＦという）、
レゾルシン、１，３－ジヒドロキシベンゼン、１，７－ジヒドロキシナフタレン、２，７
－ジヒドロキシナフタレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン、４，４’―ジヒドロキシ
ジフェニル、４，４’－ジヒドロキシスチルベン、２，６－ジヒドロキシアントラセン、
ヒドロキノン、カテコール、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン（以下、ビ
スフェノールＢという）、４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）吉草酸、２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）テトラフルオロジクロロプロパン、４，４’－ジヒドロキ
シジフェニルスルホン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルケトン、トリ（４－ヒドロキ
シフェニル）メタン、３，３’，５，５’－テトラクロロビスフェノールＡ、３，３’，
５，５’－テトラブロモビスフェノールＡなどがあげられる。これらのポリヒドロキシ芳
香族化合物は、アルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩などであってもよいが、酸を用いて
共重合体を凝析した場合は、上記金属塩は用いないことが好ましい。
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【００６５】
架橋剤がポリヒドロキシ化合物である場合、本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は架橋促進
剤を含むことが好ましい。架橋促進剤は、ポリマー主鎖の脱フッ酸反応における分子内二
重結合の生成と、生成した二重結合へのポリヒドロキシ化合物の付加を促進する。
【００６６】
架橋促進剤としては、オニウム化合物があげられ、オニウム化合物のなかでも、第４級ア
ンモニウム塩等のアンモニウム化合物、第４級ホスホニウム塩等のホスホニウム化合物、
オキソニウム化合物、スルホニウム化合物、環状アミン、及び、１官能性アミン化合物か
らなる群より選択される少なくとも１種であることが好ましく、第４級アンモニウム塩及
び第４級ホスホニウム塩からなる群より選択される少なくとも１種であることがより好ま
しい。
【００６７】
第４級アンモニウム塩としては特に限定されず、たとえば、８－メチル－１，８－ジアザ
ビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムクロライド、８－メチル－１，８－ジアザ
ビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムアイオダイド、８－メチル－１，８－ジア
ザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムハイドロキサイド、８－メチル－１，８
－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムメチルスルフェート、８－エチル
－１，８―ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムブロミド、８－プロピル
－１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムブロミド、８－ドデシル
－１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムクロライド、８－ドデシ
ル－１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムハイドロキサイド、８
－エイコシル－１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムクロライド
、８－テトラコシル－１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムクロ
ライド、８－ベンジル－１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムク
ロライド（以下、ＤＢＵ－Ｂとする）、８－ベンジル－１，８－ジアザビシクロ［５，４
，０］－７－ウンデセニウムハイドロキサイド、８－フェネチル－１，８－ジアザビシク
ロ［５，４，０］－７―ウンデセニウムクロライド、８－（３－フェニルプロピル）－１
，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセニウムクロライドなどがあげられる
。これらの中でも、架橋性及び成形品の物性が優れる点から、ＤＢＵ－Ｂが好ましい。
【００６８】
また、第４級ホスホニウム塩としては特に限定されず、たとえば、テトラブチルホスホニ
ウムクロライド、ベンジルトリフェニルホスホニウムクロライド（以下、ＢＴＰＰＣとす
る）、ベンジルトリメチルホスホニウムクロライド、ベンジルトリブチルホスホニウムク
ロライド、トリブチルアリルホスホニウムクロライド、トリブチル－２－メトキシプロピ
ルホスホニウムクロライド、ベンジルフェニル（ジメチルアミノ）ホスホニウムクロライ
ドなどをあげることができ、これらの中でも、架橋性及び成形品の物性が優れる点から、
ベンジルトリフェニルホスホニウムクロライド（ＢＴＰＰＣ）が好ましい。
【００６９】
また、架橋促進剤として、第４級アンモニウム塩、第４級ホスホニウム塩とビスフェノー
ルＡＦの固溶体、特開平１１－１４７８９１号公報に開示されている塩素フリー架橋促進
剤を用いることもできる。
【００７０】
架橋促進剤の配合量は、フッ素ゴム１００質量部に対して、０．０１～８質量部であるこ
とが好ましく、より好ましくは０．０２～５質量部である。架橋促進剤が、０．０１質量
部未満であると、フッ素ゴムの架橋が充分に進行せず、得られる成形品の耐熱性および耐
油性が低下する傾向があり、８質量部をこえると、架橋性フッ素ゴム組成物の成形加工性
が低下する傾向がある。
【００７１】
ポリアミン架橋は、ポリアミン架橋可能なフッ素ゴム及び架橋剤としてポリアミン化合物
を使用することにより行うことができる。
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【００７２】
上記ポリアミン架橋可能なフッ素ゴムとしては特に限定されず、ポリアミン架橋可能な部
位を有するフッ素ゴムであればよい。上記ポリアミン架橋可能な部位としては特に限定さ
れず、例えば、フッ化ビニリデン（ＶｄＦ）単位を有する部位等を挙げることができる。
上記架橋部位を導入する方法としては、フッ素ゴムの重合時に架橋部位を与える単量体を
共重合する方法等が挙げられる。
【００７３】
ポリアミン化合物としては、たとえば、ヘキサメチレンジアミンカーバメート、Ｎ，Ｎ’
－ジシンナミリデン－１，６－ヘキサメチレンジアミン、４，４’－ビス（アミノシクロ
ヘキシル）メタンカルバメートなどがあげられる。これらの中でも、Ｎ，Ｎ’－ジシンナ
ミリデン－１，６－ヘキサメチレンジアミンが好ましい。
【００７４】
トリアジン架橋、オキサゾール架橋、イミダゾール架橋、及び、チアゾール架橋は、これ
らの架橋系により架橋可能なフッ素ゴムと、オキサゾール架橋剤、イミダゾール架橋剤、
チアゾール架橋剤又はトリアジン架橋剤とを使用することにより行うことができる。
【００７５】
これらの架橋系により架橋可能なフッ素ゴムとしては、上述した架橋部位を与えるモノマ
ー由来の共重合単位を含む共重合体からなるフッ素ゴムをあげることができる。
【００７６】
オキサゾール架橋剤、イミダゾール架橋剤、チアゾール架橋剤又はトリアジン架橋剤とし
ては、下記式：
【００７７】
【化１】

【００７８】
（式中、Ｒ３は同じかまたは異なり、－ＮＨ２、－ＮＨＲ４、－ＯＨまたは－ＳＨであり
、Ｒ４はフッ素原子または１価の有機基である。）で示される架橋性反応基を少なくとも
２個含む化合物、下記式：
【００７９】
【化２】

【００８０】
（Ｒ５は－ＳＯ２－、－Ｏ－、－ＣＯ－、炭素数１～６のアルキレン基、炭素数１～１０
のパーフルオロアルキレン基または単結合種であり、Ｒ６は
【００８１】
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【化３】

【００８２】
である。）で示される化合物、下記式：
【００８３】

【化４】

【００８４】
（式中、Ｒｆ

２は炭素数１～１０のパーフルオロアルキレン基を表す。）で示される化合
物、下記式：
【００８５】
【化５】

【００８６】
（式中、ｎは１～１０の整数を表す。）で示される化合物等があげられる。
【００８７】
具体例としては、限定的ではないが、たとえば、２，２－ビス（３，４－ジアミノフェニ
ル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス［３－アミノ－４－（Ｎ－　メチルアミノ）
フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス［３－アミノ－４－（Ｎ－エチルアミ
ノ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス　［３－アミノ－４－（Ｎ－プロ
ピルアミノ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス［３－アミノ－４－（Ｎ
－フェニルアミノ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス［３－アミノ－４
－（Ｎ－パーフルオロフェニルアミノ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビ
ス［３－アミノ　－４－（Ｎ－ベンジルアミノ）フェニル］ヘキサフルオロプロパンなど
があげられる。これらの中でも、耐熱性が優れており、架橋反応性が特に良好である点か
ら、２，２－ビス（３，４－ジアミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス
［３－アミノ－４－（Ｎ－フェニルアミノ）フェニル］ヘキサフルオロプロパンがさらに
好ましい。
【００８８】
上述した架橋剤と共に、トリアジン架橋用触媒を併用することもできる。トリアジン架橋
用触媒としては、テトラフェニルスズ、トリフェニルスズなどの有機スズ化合物があげら
れる。また、トリアジン架橋用触媒は、架橋剤と併用せず、単独で使用してもよい。
【００８９】
上記フッ素ゴム（Ａ）が架橋部位を与えるシアノ基含有モノマー由来の共重合単位を含む
共重合体からなる場合、アンモニア発生化合物を用いることで、シアノ基が環化三量化反
応してトリアジン架橋を進行させることもできる。アンモニア発生化合物は単独で使用し
てもよいし、オキサゾール架橋剤、イミダゾール架橋剤、チアゾール架橋剤又はトリアジ
ン架橋剤と共に使用することもできる。上記アンモニア発生化合物は、４０～３３０℃で
アンモニアを発生させる化合物である。
【００９０】
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アンモニア発生化合物としては、尿素、アンモニウム塩等が好ましくあげられ、アンモニ
ウム塩は有機アンモニウム塩でも無機アンモニウム塩でもよい。
【００９１】
尿素としては、尿素のほか、ビウレア、チオウレア、尿素塩酸塩、ビウレットなどの尿素
誘導体であってもよい。
【００９２】
有機アンモニウム塩としては、特開平９－１１１０８１号公報、国際公開第００／０９６
０３号パンフレット、国際公開第９８／２３６７５号パンフレットに記載された化合物、
たとえばパーフルオロヘキサン酸アンモニウム塩、パーフルオロオクタン酸アンモニウム
塩、パーフルオロブチル酸アンモニウム塩、パーフルオロアセチル酸アンモニウム塩、パ
ーフルオロドデカン酸アンモニウム塩、パーフルオロヘキサデカン酸アンモニウム塩など
のポリフルオロカルボン酸アンモニウム塩；パーフルオロヘキサンスルホン酸アンモニウ
ム塩、パーフルオロオクタンスルホン酸アンモニウム塩、パーフルオロドデカンスルホン
酸アンモニウム塩、パーフルオロヘキサデカンスルホン酸アンモニウム塩などのポリフル
オロスルホン酸アンモニウム塩；パーフルオロヘキサンリン酸アンモニウム塩、パーフル
オロオクタンリン酸アンモニウム塩、パーフルオロヘキサンホスホン酸アンモニウム塩、
パーフルオロオクタンホスホン酸アンモニウム塩、パーフルオロオクタンスルホン酸アン
モニウム塩などのポリフルオロアルキル基含有リン酸、ホスホン酸のアンモニウム塩；安
息香酸アンモニウム塩、アジピン酸アンモニウムなどの非フッ素系のカルボン酸またはス
ルホン酸のアンモニウム塩が例示できる。なかでも、フッ素ゴムへの分散性を考慮すると
フッ素系のカルボン酸、スルホン酸またはリン酸のアンモニウム塩が好ましく、安価な点
から、非フッ素系のカルボン酸、スルホン酸またはリン酸のアンモニウム塩が好ましい。
【００９３】
無機アンモニウム塩としては、特開平９－１１１０８１号公報に記載された化合物、たと
えば硫酸アンモニウム、炭酸アンモニウム、硝酸アンモニウム、リン酸アンモニウムなど
が例示でき、なかでも加硫特性を考慮すると、リン酸アンモニウムが好ましい。
【００９４】
そのほか、アセトアルデヒドアンモニア、ヘキサメチレンテトラミン、ホルムアミジン、
ホルムアミジン塩酸塩、ホルムアミジン酢酸塩、ｔ－ブチルカルバメート、ベンジルカル
バメート、ＨＣＦ２ＣＦ２ＣＨ（ＣＨ３）ＯＣＯＮＨ２、フタルアミドなども使用できる
。
【００９５】
これらのアンモニア発生化合物は、１種又は２種以上使用できる。
【００９６】
アンモニア発生化合物の添加量は、発生するアンモニアの量により適宜選択すればよいが
、通常、フッ素ゴム１００質量部に対して０．０５～１０質量部であることが好ましく、
０．１～５質量部であることがより好ましく、０．２～３質量部であることが更に好まし
い。アンモニア発生化合物が少なすぎると、架橋密度が低くなるため、実用上、充分な耐
熱性、耐薬品性を発現しない傾向があり、多くなりすぎると、スコーチの懸念があり保存
安定性が悪くなるという問題があり、かつ成形品の色目に透明感がなくなる傾向がある。
【００９７】
上記放射線架橋系は、紫外線や放射線等の活性エネルギー線の照射によることによって架
橋を開始する架橋系である。この場合、多官能不飽和化合物等の架橋助剤を用いてもよい
。上記放射線架橋系は、フッ素ゴムがＴＦＥ／Ｐ共重合体である場合に好適である。
【００９８】
上記多官能不飽和化合物としては、例えば、ＣＨ２＝ＣＨ－、ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２－、Ｃ
Ｆ２＝ＣＦ－、－ＣＨ＝ＣＨ－等のエチレン性不飽和結合基を有する多官能化合物が挙げ
られる。中でも、架橋効率が良好な点から、オキシムニトロソ化合物、ジ（メタ）アクリ
レート系化合物、トリエステル系化合物、トリアリルイソシアヌレート系化合物、ポリブ
タジエン系化合物が好適であり、これらの１種又は２種以上を使用することができる。
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【００９９】
上記オキシムニトロソ化合物としては、例えばジニトロソベンゼン等が挙げられ、上記ジ
（メタ）アクリレート系化合物としては、例えばＮＫエステル９Ｇ（新中村化学工業社製
）等が挙げられ、上記トリエステル系化合物としては、例えばハイクロスＭ（精工化学社
製）、ＮＫエステルＴＭＴＰ（新中村化学工業社製）等が挙げられ、上記トリアリルイソ
シアヌレート系化合物としては、例えばトリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）、トリ
メタアリルイソシアヌレート（ＴＭＡＩＣ）等が挙げられ、上記ポリブタジエン系化合物
としては、例えばＮＩＳＳＯ－ＰＢ（日本曹達社製）等が挙げられる。中でも、架橋効率
が良好な点から、トリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）を用いることが好適である。
【０１００】
上記多官能不飽和化合物の使用量（配合量）は、フッ素ゴム１００質量部に対し、０．１
～２０質量部とすることが好ましい。これにより、架橋効率をより高めることができる。
下限値としては、より好ましくは０．５質量部、更に好ましくは１質量部であり、上限値
としては、より好ましくは１０質量部、更に好ましくは５質量部である。
【０１０１】
（Ｂ）フッ素樹脂
フッ素樹脂（Ｂ）としては、少なくとも１種の含フッ素エチレン性単量体由来の構造単位
を有する含フッ素エチレン性重合体であることが好ましく、溶融加工可能なフッ素樹脂で
あることが好ましい。上記含フッ素エチレン性単量体としては、テトラフルオロエチレン
〔ＴＦＥ〕、式（２１）：
ＣＦ２＝ＣＦ－Ｒｆ

３　　　　　　　　（２１）
（式中、Ｒｆ

３は、－ＣＦ３または－ＯＲｆ
４を表す。Ｒｆ

４は、炭素原子数１～５のパ
ーフルオロアルキル基を表す。）
で表されるパーフルオロエチレン性不飽和化合物などの１種または２種以上のパーフルオ
ロオレフィン；クロロトリフルオロエチレン〔ＣＴＦＥ〕、トリフルオロエチレン、ヘキ
サフルオロイソブテン、フッ化ビニリデン〔ＶｄＦ〕、フッ化ビニル、式（２２）：
ＣＨ２＝ＣＸ２（ＣＦ２）ｎＸ３　　　　（２２）
（式中、Ｘ２は、水素原子またはフッ素原子を表し、Ｘ３は、水素原子、フッ素原子また
は塩素原子を表し、ｎは、１～１０の整数を表す。）
で表されるフルオロオレフィンなどをあげることができる。
【０１０２】
フッ素樹脂（Ｂ）は、上記含フッ素エチレン性単量体と共重合可能な単量体由来の構造単
位を有する含フッ素エチレン性重合体であってもよく、このような単量体としては、上記
パーフルオロオレフィン及びフルオロオレフィン以外の非フッ素エチレン性単量体をあげ
ることができる。非フッ素エチレン性単量体としては、例えば、エチレン、プロピレン、
またはアルキルビニルエーテル類などをあげることができる。ここで、アルキルビニルエ
ーテルは、炭素数１～５のアルキル基を有するアルキルビニルエーテルをいう。
【０１０３】
これらの中でも、フッ素ゴム成形品における摩擦係数低減効果が良好な点から、つぎの含
フッ素重合体が好ましい。
（１）エチレン／ＴＦＥ共重合体〔ＥＴＦＥ〕
（２）ＴＦＥと式（２１）：
ＣＦ２＝ＣＦ－Ｒｆ

３　　　　　　　　（２１）
（式中、Ｒｆ

３は、－ＣＦ３または－ＯＲｆ
４を表す。Ｒｆ

４は、炭素原子数１～５のパ
ーフルオロアルキル基を表す。）
で表されるパーフルオロエチレン性不飽和化合物の１種または２種以上からなる共重合体
、たとえばＴＦＥ／パーフルオロ（アルキルビニルエーテル）〔ＰＡＶＥ〕共重合体〔Ｐ
ＦＡ〕またはＴＦＥ／ヘキサフルオロプロピレン〔ＨＦＰ〕共重合体〔ＦＥＰ〕
（３）ＴＦＥとＶｄＦと式（２１）：
ＣＦ２＝ＣＦ－Ｒｆ

３　　　　　　　　（２１）
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（式中、Ｒｆ
３は、－ＣＦ３または－ＯＲｆ

４を表す。Ｒｆ
４は、炭素原子数１～５のパ

ーフルオロアルキル基を表す。）
で表されるパーフルオロエチレン性不飽和化合物の１種または２種以上からなる共重合体
、たとえばＴＦＥ／ＶｄＦ／ＨＦＰ共重合体
（４）ポリフッ化ビニリデン〔ＰＶｄＦ〕
（５）ＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体
【０１０４】
上記フッ素樹脂は、ＥＴＦＥ、ＦＥＰ、ＰＦＡ、ＴＦＥ／ＶｄＦ／ＨＦＰ共重合体、ＰＶ
ｄＦ、及び、ＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体からなる群より選択される少なくとも１種である
ことがより好ましく、ＥＴＦＥ、ＦＥＰ、ＰＦＡ及びＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体からなる
群より選択される少なくとも１種であることが更に好ましく、ＥＴＦＥ、ＦＥＰ及びＣＴ
ＦＥ／ＴＦＥ共重合体からなる群より選択される少なくとも１種であることが特に好まし
く、フッ素ゴム（Ａ）との相溶性に特に優れる点からＦＥＰであることが最も好ましい。
【０１０５】
ＥＴＦＥ
ＥＴＦＥは、フッ素ゴム成形品の力学物性や燃料バリア性が向上する点で好ましい。ＴＦ
Ｅ単位とエチレン単位との含有モル比は２０：８０～９０：１０が好ましく、３７：６３
～８５：１５がより好ましく、３８：６２～８０：２０が特に好ましい。
【０１０６】
ＥＴＦＥは、ＴＦＥ、エチレン、並びに、ＴＦＥ及びエチレンと共重合可能な単量体から
なる共重合体であってもよい。共重合可能な単量体としては、下記式
ＣＨ２＝ＣＸ４Ｒｆ

５、ＣＦ２＝ＣＦＲｆ
５、ＣＦ２＝ＣＦＯＲｆ

５、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒｆ
５）２

（式中、Ｘ４は水素原子またはフッ素原子、Ｒｆ
５はエーテル結合性酸素原子を含んでい

てもよいフルオロアルキル基を表す）
で表される単量体が挙げられ、なかでも、ＣＨ２＝ＣＸ４Ｒｆ

５で表される含フッ素ビニ
ルモノマーが好ましく、Ｒｆ

５が炭素数１～８のフルオロアルキル基であるＣＨ２＝ＣＸ
４Ｒｆ

５で表される含フッ素ビニルモノマーがより好ましい。
【０１０７】
上記式で示される含フッ素ビニルモノマーの具体例としては、１，１－ジヒドロパーフル
オロプロペン－１、１，１－ジヒドロパーフルオロブテン－１、１，１，５－トリヒドロ
パーフルオロペンテン－１、１，１，７－トリヒドロパーフルオロへプテン－１、１，１
，２－トリヒドロパーフルオロヘキセン－１、１，１，２－トリヒドロパーフルオロオク
テン－１、２，２，３，３，４，４，５，５－オクタフルオロペンチルビニルエーテル、
パーフルオロ（メチルビニルエーテル）、パーフルオロ（プロピルビニルエーテル）、ヘ
キサフルオロプロペン、パーフルオロブテン－１、３，３，３－トリフルオロ－２－（ト
リフルオロメチル）プロペン－１、２，３，３，４，４，５，５－ヘプタフルオロ－１－
ペンテン（ＣＨ２＝ＣＦＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｈ）があげられる。
【０１０８】
また、ＴＦＥ及びエチレンと共重合可能な単量体としては、イタコン酸、無水イタコン酸
等の脂肪族不飽和カルボン酸であってもよい。
【０１０９】
ＴＦＥ及びエチレンと共重合可能な単量体は、含フッ素エチレン性重合体に対して０．１
～１０モル％が好ましく、０．１～５モル％がより好ましく、０．２～４モル％が特に好
ましい。
【０１１０】
ＦＥＰ
ＦＥＰは、とりわけフッ素ゴム成形品の耐熱性が優れたものとなり、優れた燃料バリア性
が発現する点で好ましい。ＦＥＰとしては、特に限定されないが、ＴＦＥ単位７０～９９
モル％とＨＦＰ単位１～３０モル％からなる共重合体であることが好ましく、ＴＦＥ単位
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８０～９７モル％とＨＦＰ単位３～２０モル％からなる共重合体であることがより好まし
い。ＴＦＥ単位が７０モル％未満では機械物性が低下する傾向があり、９９モル％をこえ
ると融点が高くなりすぎ成形性が低下する傾向がある。
【０１１１】
ＦＥＰは、ＴＦＥ、ＨＦＰ、並びに、ＴＦＥ及びＨＦＰと共重合可能な単量体からなる共
重合体であってもよく、当該単量体としては、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＲｆ

６（式中、Ｒｆ
６は

炭素数１～５のパーフルオロアルキル基を表す。）で表されるパーフルオロ（アルキルビ
ニルエーテル）〔ＰＡＶＥ〕、ＣＸ５Ｘ６＝ＣＸ７（ＣＦ２）ｎＸ８（式中、Ｘ５、Ｘ６

及びＸ７は、同一若しくは異なって、水素原子又はフッ素原子を表し、Ｘ８は、水素原子
、フッ素原子又は塩素原子を表し、ｎは２～１０の整数を表す。）で表されるビニル単量
体、及び、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＨ２－Ｒｆ７（式中、Ｒｆ７は炭素数１～５のパーフルオ
ロアルキル基を表す。）で表されるアルキルパーフルオロビニルエーテル誘導体等が挙げ
られ、なかでも、ＰＡＶＥであることが好ましい。
【０１１２】
上記ＰＡＶＥとしては、パーフルオロ（メチルビニルエーテル）〔ＰＭＶＥ〕、パーフル
オロ（エチルビニルエーテル）〔ＰＥＶＥ〕、パーフルオロ（プロピルビニルエーテル）
〔ＰＰＶＥ〕、及び、パーフルオロ（ブチルビニルエーテル）からなる群より選択される
少なくとも１種であることが好ましく、なかでも、ＰＭＶＥ、ＰＥＶＥ及びＰＰＶＥから
なる群より選択される少なくとも１種であることがより好ましい。
【０１１３】
上記アルキルパーフルオロビニルエーテル誘導体としては、Ｒｆ７が炭素数１～３のパー
フルオロアルキル基であるものが好ましく、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＨ２－ＣＦ２ＣＦ３がよ
り好ましい。
【０１１４】
ＦＥＰは、ＴＦＥ及びＨＦＰと共重合可能な単量体に由来する単量体単位が０．１～１０
モル％であり、ＴＦＥ単位及びＨＦＰ単位が合計で９０～９９．９モル％であることが好
ましい。共重合可能な単量体単位が０．１モル％未満であると成形性、耐環境応力割れ性
及び耐ストレスクラック性に劣りやすく、１０モル％をこえると薬液低透過性、耐熱性、
機械特性、生産性などに劣る傾向にある。
【０１１５】
ＰＦＡ
ＰＦＡは、とりわけフッ素ゴム成形品の耐熱性が優れたものとなり、優れた燃料バリア性
が発現する点で好ましい。ＰＦＡとしては、特に限定されないが、ＴＦＥ単位７０～９９
モル％とＰＡＶＥ単位１～３０モル％からなる共重合体であることが好ましく、ＴＦＥ単
位８０～９７モル％とＰＡＶＥ単位３～２０モル％からなる共重合体であることがより好
ましい。ＴＦＥ単位が７０モル％未満では機械物性が低下する傾向があり、９９モル％を
こえると融点が高くなりすぎ成形性が低下する傾向がある。
【０１１６】
上記ＰＡＶＥとしては、パーフルオロ（メチルビニルエーテル）〔ＰＭＶＥ〕、パーフル
オロ（エチルビニルエーテル）〔ＰＥＶＥ〕、パーフルオロ（プロピルビニルエーテル）
〔ＰＰＶＥ〕、及び、パーフルオロ（ブチルビニルエーテル）からなる群より選択される
少なくとも１種であることが好ましく、なかでも、ＰＭＶＥ、ＰＥＶＥ及びＰＰＶＥから
なる群より選択される少なくとも１種であることがより好ましく、ＰＭＶＥであることが
更に好ましい。
【０１１７】
ＰＦＡは、ＴＦＥ、ＰＡＶＥ、並びに、ＴＦＥ及びＰＡＶＥと共重合可能な単量体からな
る共重合体であってもよく、当該単量体としては、ＨＦＰ、ＣＸ５Ｘ６＝ＣＸ７（ＣＦ２

）ｎＸ８（式中、Ｘ５、Ｘ６及びＸ７は、同一若しくは異なって、水素原子又はフッ素原
子を表し、Ｘ８は、水素原子、フッ素原子又は塩素原子を表し、ｎは２～１０の整数を表
す。）で表されるビニル単量体、及び、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＨ２－Ｒｆ７（式中、Ｒｆ７
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は炭素数１～５のパーフルオロアルキル基を表す。）で表されるアルキルパーフルオロビ
ニルエーテル誘導体等が挙げられる。
【０１１８】
上記アルキルパーフルオロビニルエーテル誘導体としては、Ｒｆ７が炭素数１～３のパー
フルオロアルキル基であるものが好ましく、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＨ２－ＣＦ２ＣＦ３がよ
り好ましい。
【０１１９】
ＰＦＡは、ＴＦＥ及びＰＡＶＥと共重合可能な単量体に由来する単量体単位が０．１～１
０モル％であり、ＴＦＥ単位及びＰＡＶＥ単位が合計で９０～９９．９モル％であること
が好ましい。共重合可能な単量体単位が０．１モル％未満であると成形性、耐環境応力割
れ性及び耐ストレスクラック性に劣りやすく、１０モル％をこえると薬液低透過性、耐熱
性、機械特性、生産性などに劣る傾向にある。
【０１２０】
ＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体
ＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体は、ＣＴＦＥ単位とＴＦＥ単位の含有モル比がＣＴＦＥ：ＴＦ
Ｅ＝２：９８～９８：２であることが好ましく、５：９５～９０：１０であることがより
好ましい。ＣＴＦＥ単位が２モル％未満であると薬液透過性が悪化しまた溶融加工が困難
になる傾向があり、９８モル％をこえると成型時の耐熱性、耐薬品性が悪化する場合があ
る。
【０１２１】
ＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体は、ＣＴＦＥ、ＴＦＥ、並びに、ＣＴＦＥ及びＴＦＥと共重合
可能な単量体からなる共重合体であってもよく、エチレン、ＶｄＦ、ＨＦＰ、ＣＦ２＝Ｃ
Ｆ－ＯＲｆ

６（式中、Ｒｆ
６は炭素数１～５のパーフルオロアルキル基を表す。）で表さ

れるパーフルオロ（アルキルビニルエーテル）〔ＰＡＶＥ〕、ＣＸ５Ｘ６＝ＣＸ７（ＣＦ

２）ｎＸ８（式中、Ｘ５、Ｘ６及びＸ７は、同一若しくは異なって、水素原子又はフッ素
原子を表し、Ｘ８は、水素原子、フッ素原子又は塩素原子を表し、ｎは２～１０の整数を
表す。）で表されるビニル単量体、及び、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＨ２－Ｒｆ７（式中、Ｒｆ
７は炭素数１～５のパーフルオロアルキル基を表す。）で表されるアルキルパーフルオロ
ビニルエーテル誘導体等が挙げられ、なかでも、ＰＡＶＥであることが好ましい。
【０１２２】
上記ＰＡＶＥとしては、パーフルオロ（メチルビニルエーテル）〔ＰＭＶＥ〕、パーフル
オロ（エチルビニルエーテル）〔ＰＥＶＥ〕、パーフルオロ（プロピルビニルエーテル）
〔ＰＰＶＥ〕、及び、パーフルオロ（ブチルビニルエーテル）からなる群より選択される
少なくとも１種であることが好ましく、なかでも、ＰＭＶＥ、ＰＥＶＥ及びＰＰＶＥから
なる群より選択される少なくとも１種であることがより好ましい。
【０１２３】
上記アルキルパーフルオロビニルエーテル誘導体としては、Ｒｆ７が炭素数１～３のパー
フルオロアルキル基であるものが好ましく、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＨ２－ＣＦ２ＣＦ３がよ
り好ましい。
【０１２４】
上記ＣＴＦＥ／ＴＦＥ共重合体は、ＣＴＦＥ及びＴＦＥと共重合可能な単量体に由来する
単量体単位が０．１～１０モル％であり、ＣＴＦＥ単位及びＴＦＥ単位が合計で９０～９
９．９モル％であることが好ましい。共重合可能な単量体単位が０．１モル％未満である
と成形性、耐環境応力割れ性及び耐ストレスクラック性に劣りやすく、１０モル％をこえ
ると薬液低透過性、耐熱性、機械特性、生産性などに劣る傾向にある。
【０１２５】
フッ素樹脂（Ｂ）は、融点が１２０～３４０℃であることが好ましく、１５０～３３０℃
であることがより好ましく、１７０～３２０℃であることがさらに好ましい。フッ素樹脂
（Ｂ）の融点が、１２０℃未満であると、架橋成形時にブリードアウトする傾向があり、
３４０℃を超えると、フッ素ゴム（Ａ）との混合が困難になる傾向がある。
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【０１２６】
フッ素樹脂（Ｂ）は、メルトフローレート〔ＭＦＲ〕が０．１～１００ｇ／１０分である
ことが好ましい。ＭＦＲが小さすぎると耐摩耗性に劣るおそれがあり、ＭＦＲが大きすぎ
ると成形が困難になるおそれがある。
【０１２７】
フッ素樹脂（Ｂ）とフッ素ゴム（Ａ）との相溶性向上のため、少なくとも１種の多官能化
合物を添加してもよい。多官能化合物とは、１つの分子中に同一または異なる構造の２つ
以上の官能基を有する化合物である。
【０１２８】
多官能化合物が有する官能基としては、カルボニル基、カルボキシル基、ハロホルミル基
、アミド基、オレフィン基、アミノ基、イソシアネート基、ヒドロキシ基、エポキシ基等
、一般に反応性を有することが知られている官能基であれば任意に用いることができる。
これらの官能基を有する化合物は、フッ素ゴム（Ａ）との親和性が高いだけではなく、フ
ッ素樹脂（Ｂ）が持つ反応性を有することが知られている官能基とも反応しさらに相溶性
が向上することが期待される。
【０１２９】
フッ素ゴム（Ａ）は、組成物の４５～９７質量％であることが好ましい。フッ素ゴムが少
なすぎるとゴムとしての特性を有するフッ素ゴム成形品を得ることができないおそれがあ
り、フッ素ゴムが多すぎると低摩擦性のフッ素ゴム成形品を得ることができないおそれが
ある。
【０１３０】
本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は、フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）との質量割合
（Ａ）／（Ｂ）が６０／４０～９７／３であることが好ましい。フッ素樹脂（Ｂ）が少な
すぎると摩擦係数低減の効果が充分に得られないおそれがあり、一方、フッ素樹脂（Ｂ）
が多すぎると、ゴム弾性が著しく損なわれ、柔軟性が失われるおそれがある。柔軟性と低
摩擦性の両方が良好な点から、（Ａ）／（Ｂ）は、６５／３５～９５／５であることがよ
り好ましく、７０／３０～９０／１０であることがさらに好ましい。
【０１３１】
本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は、必要に応じてフッ素ゴム中に配合される通常の配合
剤、たとえば充填剤、加工助剤、可塑剤、着色剤、安定剤、接着助剤、離型剤、導電性付
与剤、熱伝導性付与剤、表面非粘着剤、柔軟性付与剤、耐熱性改善剤、難燃剤などの各種
添加剤を配合することができ、これらの添加剤、配合剤は、本発明の効果を損なわない範
囲で使用すればよい。
【０１３２】
なお、本発明の架橋性フッ素ゴム組成物は、含フッ素熱可塑性エラストマーは含まない。
【０１３３】
つぎに本発明のフッ素ゴム成形品の製造方法について説明する。
【０１３４】
本発明のフッ素ゴム成形品の製造方法は、
（Ｉ）フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とを共凝析して架橋性フッ素ゴム組成物を得
る工程、
（ＩＩ）架橋性フッ素ゴム組成物を成形し、架橋して、架橋成形品を得る成形架橋工程、
及び、
（ＩＩＩ）架橋成形品をフッ素樹脂（Ｂ）の融点以上の温度に加熱してフッ素ゴム成形品
を得る熱処理工程
を含む。
【０１３５】
以下、各工程について説明する。
【０１３６】
（Ｉ）工程
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この工程は、フッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とを共凝析して架橋性フッ素ゴム組成
物を得る工程である。
【０１３７】
上記共凝析の方法としては、例えば、（ｉ）フッ素ゴム（Ａ）の水性分散液と、フッ素樹
脂（Ｂ）の水性分散液とを混合した後に凝析する方法、（ｉｉ）フッ素ゴム（Ａ）の粉末
を、フッ素樹脂（Ｂ）に添加した後に凝析する方法、（ｉｉｉ）フッ素樹脂（Ｂ）の粉末
を、フッ素ゴム（Ａ）の水性分散液に添加した後に凝析する方法が挙げられる。
【０１３８】
上記共凝析の方法としては、特に各樹脂が均一に分散し易い点で、上記（ｉ）の方法が好
ましい。
【０１３９】
上記（ｉ）～（ｉｉｉ）の凝析方法における凝析は、例えば、凝集剤を用いて行うことが
できる。このような凝集剤としては、特に限定されるものではないが、例えば、硫酸アル
ミニウム、ミョウバン等のアルミニウム塩、硫酸カルシウム等のカルシウム塩、硫酸マグ
ネシウム等のマグネシウム塩、塩化ナトリウムや塩化カリウム等の一価カチオン塩等の公
知の凝集剤が挙げられる。凝集剤により凝析を行う際、凝集を促進させるために酸又はア
ルカリを添加してｐＨを調製してもよい。
【０１４０】
フッ素ゴムの架橋系によっては架橋剤が必要であるので、工程（Ｉ）は、フッ素ゴム（Ａ
）とフッ素樹脂（Ｂ）とを共凝析して共凝析粉末を得た後、共凝析粉末と架橋剤とを混合
することにより架橋性フッ素ゴム組成物を得る工程であることも好ましい。
【０１４１】
共凝析粉末と架橋剤との混合は従来公知の方法により行うことができる。例えば、オープ
ンロールを使用して共凝析粉末と架橋剤とが充分に混合される程度の時間及び温度で混合
すればよい。
【０１４２】
（ＩＩ）成形架橋工程
この工程は、混合工程（Ｉ）で得られた架橋性フッ素ゴム組成物を成形し架橋して架橋成
形品を製造する工程である。成形及び架橋の順序は限定されず、成形した後架橋してもよ
いし、架橋した後成形してもよいし、成形と架橋とを同時に行ってもよい。
【０１４３】
たとえばホース、長尺板ものなどの場合は押出成形した後架橋する方法が適切であり、異
形の成形品の場合は、ブロック状の架橋物を得た後切削などの成形処理を施す方法も採れ
る。また、ピストンリングやオイルシールなどの比較的単純な成形品の場合、金型などで
成形と架橋を同時に並行して行うことも通常行われている方法である。
【０１４４】
成形方法としては、たとえば押出成形法、金型などによる加圧成形法、インジェクション
成形法などが例示できるが、これらに限定されるものではない。
【０１４５】
架橋方法も、スチーム架橋法、加圧成形法、放射線架橋法、加熱により架橋反応が開始さ
れる通常の方法が採用できる。本発明においては、フッ素樹脂の架橋性フッ素ゴム組成物
の表面層への移行がスムーズに起こる点から、加熱による架橋反応が好適である。
【０１４６】
架橋性フッ素ゴム組成物の成形及び架橋の方法及び条件は、採用する成形及び架橋におい
て公知の方法及び条件の範囲内でよい。
【０１４７】
限定されない具体的な架橋条件としては、通常、１５０～３００℃の温度範囲、１分間～
２４時間の架橋時間内で、使用する架橋剤などの種類により適宜決めればよい。
【０１４８】
また、ゴムの架橋において、最初の架橋処理（１次架橋という）を施した後に２次架橋と
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称される後処理工程を施すことがあるが、つぎの熱処理工程（ＩＩＩ）で説明するように
、従来の２次架橋工程と本発明における成形架橋工程（ＩＩ）及び熱処理工程（ＩＩＩ）
とは異なる処理工程である。
【０１４９】
（ＩＩＩ）熱処理工程
この工程では、成形架橋工程（ＩＩ）で得られた架橋成形品をフッ素樹脂（Ｂ）の融点以
上の温度に加熱してフッ素ゴム成型品を得る。
【０１５０】
本発明における熱処理工程（ＩＩＩ）は、架橋成形品表面のフッ素樹脂比率を高めるため
に行う処理工程であり、この目的に即して、フッ素樹脂（Ｂ）の融点以上かつフッ素ゴム
（Ａ）及びフッ素樹脂（Ｂ）の熱分解温度未満の温度が加熱温度として採用される。
【０１５１】
加熱温度が融点よりも低い場合は、架橋成形品表面のフッ素樹脂比率が十分に高くならな
い。フッ素ゴム及びフッ素樹脂の熱分解を回避するために、フッ素ゴム（Ａ）またはフッ
素樹脂（Ｂ）のいずれか低い方の熱分解温度未満の温度でなければならない。好ましい加
熱温度は、短時間で低摩擦化が容易な点から、フッ素樹脂の融点より５℃以上高い温度で
ある。
【０１５２】
上記の上限温度は通常のフッ素ゴムの場合であり、超耐熱性を有するフッ素ゴムの場合は
、上限温度は超耐熱性を有するフッ素ゴムの分解温度であるので、上記上限温度はこの限
りではない。
【０１５３】
熱処理工程（ＩＩＩ）において、加熱温度は加熱時間と密接に関係しており、加熱温度が
比較的下限に近い温度では比較的長時間加熱を行い、比較的上限に近い加熱温度では比較
的短い加熱時間を採用することが好ましい。このように加熱時間は加熱温度との関係で適
宜設定すればよいが、加熱処理をあまり長時間行うとフッ素ゴムが熱劣化することがある
ので、加熱処理時間は、耐熱性に優れたフッ素ゴムを使用する場合を除いて実用上４８時
間までである。通常、加熱処理時間は１分間～４８時間が好ましく、生産性が良好な点か
ら１分間～２４時間がより好ましいが、摩擦係数を充分に低下させたい場合は２４～４８
時間であることが好ましい。
【０１５４】
かかる熱処理工程（ＩＩＩ）で起こる架橋成形品表面領域のフッ素樹脂比率が高くなると
いう現象は本発明者らにより初めて見出されたものである。
【０１５５】
ところで、従来行われている２次架橋は１次架橋終了時に残存している架橋剤を完全に分
解してフッ素ゴムの架橋を完結し、架橋成形品の機械的特性や圧縮永久ひずみ特性を向上
させるために行なう処理である。
【０１５６】
したがって、フッ素樹脂（Ｂ）の共存を想定していない従来の２次架橋条件は、その架橋
条件が偶発的に本発明における熱処理工程の加熱条件と重なるとしても、２次架橋ではフ
ッ素樹脂の存在を架橋条件設定の要因として考慮せずにフッ素ゴムの架橋の完結（架橋剤
の完全分解）という目的の範囲内での加熱条件が採用されているにすぎず、フッ素樹脂（
Ｂ）を配合した場合にゴム架橋物（ゴム未架橋物ではない）中でフッ素樹脂（Ｂ）を加熱
軟化または溶融する条件を導き出せるものではない。
【０１５７】
なお、本発明における成形架橋工程（ＩＩ）において、フッ素ゴム（Ａ）の架橋を完結さ
せるため（架橋剤を完全に分解するため）の２次架橋を行ってもよい。
【０１５８】
また、熱処理工程（ＩＩＩ）において、残存する架橋剤の分解が起こりフッ素ゴム（Ａ）
の架橋が完結する場合もあるが、熱処理工程（ＩＩＩ）におけるかかるフッ素ゴム（Ａ）
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の架橋はあくまで副次的な効果にすぎない。
【０１５９】
本発明の製造方法によれば、フッ素樹脂の特性、たとえば低摩擦性や非粘着性、撥水撥油
性が、熱処理をしないものより、格段に向上したフッ素ゴム成形品を得ることができる。
しかも、表面領域以外では逆にフッ素ゴムの特性が発揮でき、全体として、低摩擦性や非
粘着性、撥水撥油性、エラストマー性、のいずれにもバランスよく優れたフッ素ゴム成形
品が得られる。さらに、得られるフッ素ゴム成形品には、フッ素樹脂とフッ素ゴムの明確
な界面状態が存在しないので、表面のフッ素樹脂に富む領域が脱落や剥離することもなく
、従来のフッ素ゴムの表面をフッ素樹脂の塗布や接着で改質したフッ素ゴム成形品に比べ
て耐久性に優れている。
【０１６０】
本発明のフッ素ゴム成形品は、その低摩擦性、非粘着性、撥水撥油性（高接触角）を利用
して、シール材、摺動部材、非粘着性部材などとして有用である。
【０１６１】
具体的には、つぎの成形品が例示できるが、これらに限定されるものではない。
【０１６２】
シール材：
半導体製造装置、液晶パネル製造装置、プラズマパネル製造装置、プラズマアドレス液晶
パネル、フィールドエミッションディスプレイパネル、太陽電池基板等の半導体関連分野
では、Ｏ（角）－リング、パッキン、ガスケット、ダイアフラム、その他の各種シール材
等があげられ、これらはＣＶＤ装置、ドライエッチング装置、ウェットエッチング装置、
酸化拡散装置、スパッタリング装置、アッシング装置、洗浄装置、イオン注入装置、排気
装置に用いることができる。具体的には、ゲートバルブのＯ－リング、クォーツウィンド
ウのＯ－リング、チャンバーのＯ－リング、ゲートのＯ－リング、ベルジャーのＯ－リン
グ、カップリングのＯ－リング、ポンプのＯ－リング、ダイアフラム、半導体用ガス制御
装置のＯ－リング、レジスト現像液、剥離液用のＯ－リング、その他の各種シール材とし
て用いることができる。
【０１６３】
自動車分野では、エンジンならびに周辺装置に用いるガスケット、シャフトシール、バル
ブステムシール、各種シール材や、ＡＴ装置の各種シール材に用いることができる。燃料
系統ならびに周辺装置に用いるシール材としては、Ｏ（角）－リング、パッキン、ダイア
フラムなどがあげられる。具体的には、エンジンヘッドガスケット、メタルガスケット、
オイルパンガスケット、クランクシャフトシール、カムシャフトシール、バルブステムシ
ール、マニホールドパッキン、酸素センサー用シール、インジェクターＯ－リング、イン
ジェクターパッキン、燃料ポンプＯ－リング、ダイアフラム、クランクシャフトシール、
ギアボックスシール、パワーピストンパッキン、シリンダーライナーのシール、バルブス
テムのシール、自動変速機のフロントポンプシール、リアーアクスルピニオンシール、ユ
ニバーサルジョイントのガスケット、スピードメーターのピニオンシール、フートブレー
キのピストンカップ、トルク伝達のＯ－リング、オイルシール、排ガス再燃焼装置のシー
ル、ベアリングシール、キャブレターのセンサー用ダイアフラム等として用いることがで
きる。
【０１６４】
航空機分野、ロケット分野および船舶分野では、ダイアフラム、Ｏ（角）－リング、バル
ブ、パッキン、各種シール材等があげられ、これらは燃料系統に用いることができる。具
体的には、航空機分野では、ジェットエンジンバルブステムシール、ガスケットおよびＯ
－リング、ローテーティングシャフトシール、油圧機器のガスケット、防火壁シール等に
用いられ、船舶分野では、スクリューのプロペラシャフト船尾シール、ディーゼルエンジ
ンの吸排気用バルブステムシール、バタフライバルブのバルブシール、バタフライ弁の軸
シール等に用いられる。
【０１６５】
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化学プラント分野では、バルブ、パッキン、ダイアフラム、Ｏ（角）－リング、各種シー
ル材等があげられ、これらは医薬、農薬、塗料、樹脂等化学品製造工程に用いることがで
きる。具体的には、化学薬品用ポンプ、流動計、配管のシール、熱交換器のシール、硫酸
製造装置のガラス冷却器パッキング、農薬散布機、農薬移送ポンプのシール、ガス配管の
シール、メッキ液用シール、高温真空乾燥機のパッキン、製紙用ベルトのコロシール、燃
料電池のシール、風洞のジョイントシール、ガスクロマトグラフィー、ｐＨメーターのチ
ューブ結合部のパッキン、分析機器、理化学機器のシール、ダイアフラム、弁部品等とし
て用いることができる。
【０１６６】
現像機等の写真分野、印刷機械等の印刷分野および塗装設備等の塗装分野では、乾式複写
機のシール、弁部品等として用いることができる。
【０１６７】
食品プラント機器分野では、バルブ、パッキン、ダイアフラム、Ｏ（角）－リング、各種
シール材等があげられ、食品製造工程に用いることができる。具体的には、プレート式熱
交換器のシール、自動販売機の電磁弁シール等として用いることができる。
【０１６８】
原子力プラント機器分野では、パッキン、Ｏ－リング、ダイアフラム、バルブ、各種シー
ル材等があげられる。
【０１６９】
一般工業分野では、パッキング、Ｏ－リング、ダイアフラム、バルブ、各種シール材等が
あげられる。具体的には、油圧、潤滑機械のシール、ベアリングシール、ドライクリーニ
ング機器の窓、その他のシール、六フッ化ウランの濃縮装置のシール、サイクロトロンの
シール（真空）バルブ、自動包装機のシール、空気中の亜硫酸ガス、塩素ガス分析用ポン
プのダイアフラム（公害測定器）等に用いられる。
【０１７０】
電気分野では、具体的には、新幹線の絶縁油キャップ、液封型トランスのベンチングシー
ル等として用いられる。
【０１７１】
燃料電池分野では、具体的には、電極、セパレーター間のシール材や水素・酸素・生成水
配管のシール等として用いられる。
【０１７２】
電子部品分野では、具体的には、放熱材原料、電磁波シールド材原料、コンピュータのハ
ードディスクドライブのガスケット等に用いられる。
【０１７３】
現場施工型の成形に用いることが可能なものとしては特に限定されず、例えばエンジンの
オイルパンのガスケット、磁気記録装置用のガスケット、クリーンルーム用フィルターユ
ニットのシーリング剤等があげられる。
【０１７４】
また、磁気記録装置（ハードディスクドライブ）用のガスケット、半導体製造装置やウェ
ハー等のデバイス保管庫等のシールリング材等のクリーン設備用シール材に特に好適に用
いられる。
【０１７５】
さらに、燃料電池セル電極間やその周辺配管等に用いられるパッキン等の燃料電池用のシ
ール材等にも特に好適に用いられる。
【０１７６】
摺動部材：
自動車関連分野では、ピストンリング、シャフトシール、バルブステムシール、クランク
シャフトシール、カムシャフトシール、オイルシールなどがあげられる。
一般に、他材と接触して摺動を行う部位に用いられるフッ素ゴム製品があげられる。
【０１７７】
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非粘着性部材：
コンピュータ分野での、ハードディスククラッシュストッパーなどがあげられる。
【０１７８】
撥水撥油性を利用する分野：
自動車のワイパーブレード、屋外テントの引き布などがあげられる。
【実施例】
【０１７９】
つぎに本発明を実施例をあげて説明するが、本発明はかかる実施例のみに限定されるもの
ではない。
【０１８０】
本明細書における各種の特性については、つぎの方法で測定した。
【０１８１】
（１）架橋（加硫）特性
キュラストメーターＩＩ型（ＪＳＲ（株）製）にて最低トルク（ＭＬ）、最高トルク（Ｍ
Ｈ）、誘導時間（Ｔ１０）および最適加硫時間（Ｔ９０）を測定する。
【０１８２】
（２）１００％モジュラス（Ｍ１００）
ＪＩＳ　Ｋ６２５１に準じて測定した。
【０１８３】
（３）引張破断強度（Ｔｂ）
ＪＩＳ　Ｋ６２５１に準じて測定した。
【０１８４】
（４）引張破断伸び（Ｅｂ）
ＪＩＳ　Ｋ６２５１に準じて測定した。
【０１８５】
（５）硬度（ショアＡ）
ＪＩＳ　Ｋ６２５３に準じ、デュロメータ　タイプＡにて測定した（ピーク値）。
【０１８６】
（６）摩擦係数
レスカ社製フリクションプレーヤーＦＰＲ２０００で、加重２０ｇ、回転モード、回転数
６０ｒｐｍ、回転半径１０ｍｍで測定を行い、回転後５分以上経過した後、安定した際の
摩擦係数を読み取り、その数値を動摩擦係数とした。
【０１８７】
また、表および明細書中の使用材料は、それぞれ次に示すものである。
【０１８８】
フッ素ゴム（Ａ）
ＶｄＦ／ＨＦＰ／ＴＦＥ／シアノ基含有モノマー＝５０／３０／１９／１（モル％）の共
重合体
ＭＬ１＋１０（１２１℃）＝８８
【０１８９】
フッ素樹脂（Ｂ）
ダイキン工業製ネオフロンＦＥＰディスパージョン
（商品名；ＮＤ－１、ＭＦＲ；１．７ｇ／１０ｍｉｎ、融点；約２４０℃）
【０１９０】
充填剤
カーボンブラック（Ｃａｎｃａｒｂ社製のＭＴカーボン：Ｎ９９０）
【０１９１】
アンモニア発生化合物
ウレア（尿素）（キシダ化学社製、特級試薬）
【０１９２】
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実施例１
（Ｉ）工程
フッ素ゴム（Ａ）のディスパージョン（ポリマー含量２４質量％）とフッ素樹脂（Ｂ）の
ディスパージョン（ポリマー含量３２質量％）を、フッ素ゴム（Ａ）：フッ素樹脂（Ｂ）
の固形分質量比が７０：３０となるように混合したものをディスパージョンＤとする。
次にディスパージョンＤ　４００ｇを純水５００ｇに投入後、ミキサーで混合しながら硫
酸アルミニウムを２ｇ添加し、約３分混合して固形分を取り出した。
この固形分を、８０℃のオーブンで２０時間乾燥したものを、共凝析物とする。
【０１９３】
得られた共凝析物を８インチロール２本を備えたオープンロールに巻き付け、上記共凝析
物１００質量部に対して、充填剤を１４質量部、アンモニア発生化合物を０．３質量部添
加し、２０分間混練りした。さらに得られた混合物を２４時間冷却し、再度８インチロー
ル２本を備えたオープンロールを用いて、３０～８０℃で２０分間混練りしてフルコンパ
ウンド（架橋性フッ素ゴム組成物）を調製した。
【０１９４】
このフルコンパウンドの架橋（加硫）特性を調べた。結果を表１に示す。
【０１９５】
（ＩＩ）成形架橋工程
（成形工程）
得られたフルコンパウンドを８インチオープンロールにより最終的に３ｍｍの厚さの未架
橋フッ素ゴムシートに成形した。
【０１９６】
（架橋工程）
この未架橋フッ素ゴムシートを金型で１８０℃にて１５分間プレス架橋し、厚さが２ｍｍ
の架橋フッ素ゴムシートを得た。
【０１９７】
得られた架橋フッ素ゴムシートについて、１００％モジュラス（Ｍ１００）、引張破断強
度（Ｔｂ）、引張破断伸び（Ｅｂ）、硬度（ショアＡ、ピーク値）および摩擦係数を調べ
た。結果を表２に示す。
【０１９８】
（ＩＩＩ）熱処理工程
架橋フッ素ゴムシート（含まれるフッ素樹脂Ｂの融点：２４０℃）を２３０℃および２５
０℃に維持された加熱炉中に２４時間または４８時間入れ、それぞれ熱処理をした。
【０１９９】
熱処理した架橋フッ素ゴムシート（２３０℃熱処理および２５０℃熱処理）のそれぞれに
ついて、１００％モジュラス（Ｍ１００）、引張破断強度（Ｔｂ）、引張破断伸び（Ｅｂ
）、硬度（ショアＡ、ピーク値）および摩擦係数を調べた。結果を表２に示す。
【０２００】
比較例１
架橋性フッ素ゴム組成物としてフッ素ゴム（Ａ）にフッ素樹脂を共凝析せず、充填剤を２
０質量部、アンモニア発生化合物を０．４質量部としたほかは実施例１と同様に成形架橋
工程を施して架橋フッ素ゴムシートを製造した。
【０２０１】
得られた架橋フッ素ゴムシートを実施例１と同様に２５０℃に維持された加熱炉中に４８
時間入れ、加熱処理をした。
【０２０２】
得られた架橋フッ素ゴムシート（２５０℃熱処理）について、１００％モジュラス（Ｍ１
００）、引張破断強度（Ｔｂ）、引張破断伸び（Ｅｂ）、硬度（ショアＡ、ピーク値）お
よび摩擦係数を調べた。
【０２０３】
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比較例２
材料温度２００℃でフッ素ゴム（Ａ）とフッ素樹脂（Ｂ）とを混練りした後、充填剤を２
０質量部、アンモニア発生化合物を０．３質量部としたほかは実施例１と同様に成形架橋
工程を施して架橋フッ素ゴムシートを製造した。
【０２０４】
得られた架橋フッ素ゴムシートを実施例１と同様に２５０℃に維持された加熱炉中に４８
時間入れ、加熱処理をした。
【０２０５】
得られた架橋フッ素ゴムシート（２５０℃熱処理）について、１００％モジュラス（Ｍ１
００）、引張破断強度（Ｔｂ）、引張破断伸び（Ｅｂ）、硬度（ショアＡ、ピーク値）お
よび摩擦係数を調べた。
【０２０６】
フルコンパウンドの架橋（加硫）特性を表１に、架橋フッ素ゴムシートの特性を表２に示
す。
【０２０７】
【表１】

【０２０８】
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【表２】

【０２０９】
表１及び表２の結果から、特定の条件下で調製された架橋性フッ素ゴム組成物（フルコン
パウンド）を、フッ素樹脂の融点以上の温度で熱処理することによって、優れた機械的強
度を有し、摩擦係数が小さいフッ素ゴム成形品が得られることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０２１０】
本発明のフッ素ゴム成形品は、シール材、摺動部材、非粘着性部材として利用可能である
。
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